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巻頭言

農研機構は、平成 28 年４月１日より、農業生物資源研究所、

農業環境技術研究所および種苗管理センターの 3 法人と統

合して、基礎から応用・実用化までを一体的に実施する農業・

食品産業におけるわが国最大の研究機関となりました。そし

て、今回の法人統合に伴い、「近畿中国四国農業研究センター」

は、『西日本農業研究センター（西日本農研）』に名称を変更

しました。

新しい農研機構は、つくばの本部と 20 の内部組織から構

成されています。そのうち、西日本農研をはじめとした５つ

の地域農業研究センター（北海道農研、東北農研、中央農

研、西日本農研、九州沖縄農研）は、各地域の生産現場が直

面する課題を解決するためのフロントラインとして位置付け

られ、現地実証型研究を積極的に推進するとともに、公設試

験研究機関、大学、普及組織、民間企業、生産者等との連携

のもとで推進する「地域農業研究のハブ機能」としての役割

を期待されています。

今回の法人統合に伴い、西日本農研の組織体制も変わりま

した。まず、研究体制として「営農生産体系」､「水田作」、「生

産環境」､「作物開発利用」､「傾斜地園芸」および「畜産・鳥

獣害」の 6 つの研究領域を作り、それぞれの領域内に共通

の専門性を有する研究員のグループを 3 つずつ配置しまし

た。また、コンプライアンスとリスク管理を強化するため、

企画管理部を「企画部」と「総務部」に分けるとともに、新

たに「リスク管理室」を設置しました。さらに、研究成果の

社会実装を強化するため、企画部の中に産学連携コーディ

ネーター、農業技術コミュニケーター等からなる「産学連携

室」を新設するとともに、現場等から積極的に研究ニーズを

把握するため、先進的農業経営の担い手等からなる外部組織

「アドバイザリーボード」を設置することにしました。

新しい農研機構が実施する 5 年間の「第 4 期中長期計画」

の中で、西日本農研が研究勢力を結集して取り組む課題が、

近畿中国四国管内に多い中山間地域農業の収益性の向上を目

指した①広域水田営農システムの実現に向けた技術体系、②

省力・高収益果樹生産システムの実現に向けた技術体系、③

高収益園芸システムの実現に向けた技術体系、④地域飼料資

源を活用した黒毛和種の中小規模生産システムの実現に向け

た技術体系の確立の 4 課題です。これら 4 つの技術体系は、

具体的なユーザーを想定した現地実証型研究により作り上げ

ていきます。また、⑤西日本向けの加工・業務用、飼料用の

水稲品種の育成、⑥パン用、麺用、パスタ用の小麦品種の育

成、⑦実需者等のニーズに応じた大豆品種や裸麦品種の育成、

⑧農村環境に配慮した総合的な鳥獣害対策技術の開発、⑨地

域特産農産物の機能性評価と食品開発、の 5 課題について

も取り組みます。これら 9 つの課題の具体的な研究内容に

ついては、前述のアドバイザリーボードや農業技術コミュニ

ケーターにより収集された研究ニーズをもとに立案すること

になります。さらに、これらのほかに、研究者のアイデアを

重視した、将来のイノベーションにつながる技術シーズの創

出を目指した「目的基礎研究」も積極的に実施することにし

ています。

われわれの研究業務の中には、研究成果の創出とともに、

得られた研究成果の社会実装のための広報・普及活動も含ま

れます。今年度は、昨年度までに得られたものの中から、中

山間地域農業に役立つ４つの研究成果について、広報・普及

活動を重点的に実施します。

西日本農研には、管内に多い中山間地域農業に対応した研

究を重点的に推進することが求められています。農業従事者

の激減や農耕地の荒廃等が深刻な問題である中山間地域の衰

退を食い止めるためには、中山間地域の有する有益な機能を

「見える化」する研究も必要です。例えば、中山間地域が生

み出す生態系サービスの一つとして、平坦地での野生動物に

よる作物被害や生活環境被害を抑制したり、近年顕在化して

いる気候変動による洪水や土砂災害等の多発を食い止めたり

する「調整サービス」があると言われています。また、農業

は精神的、肉体的な健康維持効果があることが経験的に知ら

れていることから、U・J・I ターンの雇用の受け皿として、

また高齢者の第二の人生の受け皿として注目されています。

そこで、平坦地のような大規模化による高収益営農の実現が

難しい中山間地域農業を維持するためには、①中山間地域に

適した技術開発や賦存する地域資源を活用することにより、

最大限の収益をあげられるようにすること、②今まで明確に

されていない中山間地域農業の調整サービスや健康維持効果

等を「見える化」することにより、「中山間地域における持

続可能な営農モデル」を提示していくことが、今後必要では

ないかと考えています。

所長
　竹中　重仁

近中四農研は　　　　　　　　　
『西日本農研』に名称変更し、　
新たなスタートを切りました！
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■はじめに

中山間地域の大豆栽培で転作が進まない理由として、難

防除雑草や梅雨時期の湿害が収量の低迷、不安定化を生じ

させることがあげられます。また、現行の作期のみでは作

業の集中により十全な管理ができないという問題が生じて

います。この中で、われわれは中山間地域の大豆栽培で収

量低下の一因となるマルバルコウなど難防除雑草の多発地

域を対象として、収量の底上げを図る栽培体系を目標に開

発を進めています。この目標に向けて、平成 26 ～ 27 年

にかけて実証試験を行い、天気の安定した梅雨明け後に播

種を行い、雑草の要防除期間を短くする効果を狙い、晩播

適性のある大豆品種「あきまろ」による収量確保、FOEAS（地

下水位制御システム）の灌漑機能による出芽苗立ちの安定、

除草剤の適期散布による完全防除を行う体系を構築しまし

た。

■マルバルコウ多発圃場での雑草防除

雑草防除については、７月中下旬の梅雨明け後に畦間

30cm の狭畦密植栽培を行い、播種直後の土壌処理剤（ジ

メテナミド・リニュロン乳剤）、大豆２葉期の選択性茎葉

処理剤（ベンタゾン液剤とキザロホップエチル水和剤）の

全面散布および大豆５葉期の非選択性茎葉処理剤（グルホ

シネート液剤）のつり下げノズルによる畦間株間散布を適

期に行うことにより、ほぼ完全な防除が可能になり、雑草

が残った場合と比べ収量も向上することを東広島市の現地

圃場で実証しました（図）。

■FOEAS と大豆品種「あきまろ」による晩播収
　量の安定

FOEAS とは、圃場内に多孔管と弾丸暗渠を設置し、多

孔管の入水側と排水側の水位を設定することで、地下灌漑

と排水の両方の目的で利用を行う施設です。

本体系では、梅雨明け後の播種でも、FOEAS による灌

漑などを用いることで苗立ちを促進し、晩播による収量の

低下は、晩生の大豆品種「あきまろ」を密植で栽培するこ

とにより軽減できます。現地試験では、倒伏が問題として

残っていますが、出芽苗数約 25 本 /㎡の密植栽培を行う

ことによりコンバイン収穫時で 218 ～ 256kg/10a の収量

が得られました（表）。

■経営評価

実証試験を行った東広島市にあるＡ集落営農法人（経営

面積約 100ha、大豆作付面積約 14ha）における経費の実

績値に基づいた経営評価によれば、FOEAS の償却費（約

20 千円 /10a）を除くと、10a あたり約 25 千円の収益向

上効果が見込まれる試算結果となっています。

■おわりに

現地で大量に発生が確認されているマルバルコウを防除

するためには、３回の適期の除草剤散布が必要になります。

しかし、多数の品目を扱い、多筆を管理する集落営農法人

等では、適期散布の実施が困難な場合もあります。現在は、

防除適期を予測し、事前に圃場別に適期を表示することで

適期散布を支援する技術についても研究を進めています。

注）圃場にはいずれもFOEASを設置、播種日は2014年：7月24日、
2015年：7月21日

表 「あきまろ」晩播時の収量

年次 圃場 区
条間×
株間

出芽
率

成熟期
倒伏
角度

坪刈
収量

コンバイ
ン収量

(cm) (％) (月日) （°） (kg/10a) (kg/10a)

密植 30×11 86.5 11.12 54.9 400 256

標植 30×19 96.5 11.13 44.5 379 210
密植 30×11 79.9 11.13 43.4 400 229
標植 30×19 86.3 11.14 40.7 357 147

① 密植 30×11 78.8 11.07 73.9 384 218
② 密植 30×11 70.1 11.09 45.3 324 219

2014

2015

①

②

営農生産体系研究領域

奥野　林太郎

　   難防除雑草防除のための
   　晩播適性大豆品種「あきまろ」の狭条晩播栽培
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土 ：ジメテナミド・リニュロン乳剤（土壌処理剤）

選 ：ベンタゾン液剤とキザロホップエチル水和剤（大豆2葉期）

非選：グルホシネート液剤（大豆5葉期）

ただし、エラーバーは標準誤差(n=3)、播種日は両年共に7月28日、
条間は30cm、株間は2014年：19cm、2015年：16cm。

図 除草体系別の除草効果と大豆収量
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■研究の背景

日本では 1995 年から天敵昆虫類が販売され始めました

が、その出荷額はいまだ国内の全農薬の１％以下で、広く

普及しているとは言い難い状況です。その原因としては、

天敵製剤の価格が高いこと、安定した効果を得るのが難

しいことがあげられます。こうした問題の解決策として、

欧米では 1990 年代から保全的生物的防除（Conservation 

Biological Control）の取り組みが始まりましたが、日本

では長きにわたって注目されず、この 20 年間を “ 空白の

20 年間 ” と呼ぶ研究者もいるほどです。

保全的生物的防除とは、農業害虫による被害の軽減を目

的に、環境や慣習を改善し、天敵を保護・強化する取り組

みです。天敵の保護には、選択的殺虫剤の利用や天敵の避

難場所の供給などが含まれます。天敵の強化には、天敵へ

の餌の提供や隠れ場所の供給が含まれます。これらが渾然

一体となって、はじめて天敵が活かされるのですが、日本

ではこうした取り組みがなされず、海外の後塵を拝するこ

とになりました。

■天敵温存植物とは？

一般に、天敵昆虫類は、害虫（植食者）だけを食べると

思われがちですが、多くの天敵が害虫のほかに植物質の餌

を摂取します。とくに花粉や花蜜は天敵にとって非常に重

要な栄養源であり、これらを摂取することで寿命が延びた

り、産卵数が増加したりすることが明らかになっています。

一方で、多くの場合、畑やハウスはモノカルチャー（単一

栽培）で、天敵の餌となる花粉や花蜜が十分にありません。

このような環境で天敵を利用しても、十分に力を発揮でき

ないのは明白です。そこで、天敵の餌（補助食）となる植

物を圃場内に植栽し、天敵に十分に働いてもらう取り組み

が始まっています。ここで使われる植物が天敵温存植物で

あり、このような取り組みを “ 天敵の強化 ” と呼びます。

■天敵「タバコカスミカメ」に適した天敵温存植    
　物の選定

天敵にとって花粉や花蜜が重要であるといっても、花が

咲く植物をやみくもに植えればよいという訳ではありま

せん。天敵種によって好む植物種が異なります。また、天

敵温存植物は、植栽する畑やハウスの環境に適しており、

害虫種が発生しにくい草種である必要があります。この

ような観点から、トマトやキュウリの施設栽培を対象に、

天敵「タバコカスミカメ

（写真１）」の強化に適し

た植物種を検討した結果

（写真２）、スカエボラ（ク

サトベラ科）とバーベナ

‘ タピアン ’（クマツヅラ科）

が有効であることが明ら

かになりました（写真３）。

■今後の展望

近年、日本でも、天敵種

ごとにさまざまな天敵温存

植物が報告されるようにな

りました。ただし、１種の

天敵が捕食する害虫の種類

は限られます。例えば、こ

こで紹介したタバコカスミ

カメは、アザミウマ類やコナジラミ類の抑制には有効で

すが、アブラムシ類やハダニ類は捕食しません。生産現

場では１種類の農作物にさまざまな害虫種が発生します

ので、技術の実用化に向けては、他の害虫抑制技術とど

のように組み合わせるかが重要になります。天敵利用が

進んだ産地では、生産者や営農指導員、普及員、研究員、

メーカーが一体となって、複数の防除手段を体系化して

います。研究を続けていくにあたり、こうした関係者と

の繋がりを大事にしながら、生産現場での体系化を意識

したいと考えています。

生産環境研究領域

安部　順一朗

  天敵温存植物を使った天敵の保護・強化

写真１　タバコカスミカメ

写真２　有効な天敵温存植物選定試験の様子

　写真３　キュウリの株元にス
　カエボラ、バーベナ ’ タピア
　ン ’ を植栽した様子
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平成 28 年度　農研機構西日本農業研究センター一般公開のご案内

  日　時：平成 28 年 10 月 1 日（土）9:30 ～ 15:00
  場　所：西日本農業研究センター　本所（広島県福山市西深津町 6-12-1）
  テーマ：来て、見て、体験！食と農のサイエンス
   ■研究紹介（最新研究成果をパネル・施設展示、実演、試食等でご紹介します）：
　　　省力的で低コストを実現する機械作業技術、地下水位制御システム
　　  （FOEAS）を利用した大豆の安定多収栽培、水稲・小麦新品種の紹介、
　　畦畔法面でシバの植栽が容易な「シバ二重ネット工法」、   棚田転換畑
　　への拍動灌水導入、天敵温存植物や飛ばないナミテントウなどを利用
　　た害虫防除技術などの紹介。当センターで育成した水稲・小麦品種を
　　使った麦ごはんやパン、高糖分飼料イネをえさとして育てた牛肉や、ブドウの試食をご用意しています。
   ■ミニ講演：「意外と知らないカキの話」、「土の生物－線虫の話－」、　「小麦の科学－パンに向く品種ができるまで－」、
　　「空から見る農地・作物」　※四国（香川県善通寺市）の講演もオンラインで視聴。　
   ■農業技術相談コーナー、果樹技術相談    　■ほ場見学会（所要時間約 30 分）
   ■体験コーナー： こどもたちが土とふれあう恒例の「サツマイモ掘り（対象：小学生以下）」、「実験！ DNA を見て
　　みよう（対象：中学生以上）」、「水田の生物観察コーナー（対象：小学生程度）」
   ■関係機関出展：中国四国農政局、種苗管理センター西日本農場、果樹茶業研究部門ブドウ・カキ研究領域   
   ■販売コーナー：野菜などの直売（JA 福山市）とアイスクリーム「野菜愛っす」（広島県立福山商業高等学校）
   ■ゲーム・クイズ：大豆つかみゲーム（対象：小学生以上）、クイズスタンプラリー（対象：小学生以上）
   ■お土産：アンケートにご協力いただいた方に、「キラリモチ」米粒麦か「ほんまもん」麦茶のどちらかをプレゼント。
   ■問い合わせ先：西日本農業研究センター企画部産学連携室広報チーム　Tel：084-923-5385　　　　　　　　　　　
　　※参加企画や試食・お土産には、人数・数量に限りがありますので、ご了承ください。

　日　時：平成 28 年 10 月 1 日（土）9:30 ～ 15:00（14:30 受付終了）

　場　所：西日本農業研究センター　
　　　　　四国研究拠点仙遊地区（香川県善通寺市仙遊町 1-3-1）　              　　
　■研究紹介（最新研究成果をパネル・施設展示、実演、試食等でご紹介します）：    
　　○屋内会場「知って楽しい！食べてうれしい！　研究紹介コーナー」
　　○屋外会場「来て！見て！体験！　研究紹介コーナー」
　　　豆腐・味噌・醤油など使い道いろいろな大豆品種や食物繊維豊富な
　　食材の大麦品種の紹介、農産物に含まれる機能性物質の効果、マルド
　　リ方式栽培等高品質カンキツ安定生産技術、低コスト・省エネ施設園
　　芸技術、園芸環境技術や傾斜地などでの農作業の省力化のために開発
　　された機械などの紹介。※大麦・大豆品種を使った試食もご用意しています。
　■ミニ講演「食と農の耳寄り話」：「水をやっていても木は枯れる？」、「知っているようで意外と知らない？
　　ムギのこと」、「身近な農業水利施設を見に行こう」　※本所（広島県福山市）の講演もオンラインで視聴。　
　■実験・体験「試してなるほど！ おもしろ体験コーナー」：
       人工オレンジジュースを作ろう、ミラクルフルーツを体験 !!、紫外線ランプによる実験、麦わら細工体験。
　■関係機関出展：香川県農業試験場、香川県中讃農業改良普及センター
　■ゲーム・クイズ：大豆つかみゲーム、農業○×クイズ、麦 500 粒ピッタリ当てよう
　■お土産：ゲーム・クイズの賞品や、全体アンケートにご協力いただいた方へのお土産を用意しております。
    ■問い合わせ先：西日本農業研究センター総務部四国企画管理室企画連携チーム 　Tel： 0877-63-8104
　　※参加企画や試食・お土産には、人数・数量に限りがありますので、ご了承ください。

■本所

■四国研究拠点

こどもたちのサツマイモ掘り体験

研究紹介の様子

■ 今後の予定
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組織再編のお知らせ

　農研機構は、平成 28 年 4 月 1 日より、第４期中長期目標期間※として新たな 5 年間の研究計画をスタートさせ
ました。西日本農研では、6 つの研究領域を置き、次のとおり組織の改編を行いました。
　引き続き、当センターの業務運営にご指導・ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願いいたします。

※中長期目標期間＝達成すべき業務運営に関する目標を設定する期間、農研機構では 5 年を単位としています。

企画部

技術支援センター

四国農業研究監

綾部研究調整監

企画室

産学連携室

総務課

会計課

四国企画管理室

四国リスク管理専門職

業務第１科【福山・綾部】
業務第２科【四国】
業務第３科【大田】

情報専門役
企画チーム
運営チーム

産学連携コーディネーター
農業技術コミュニケーター【福山・四国】
産学連携チーム
広報チーム

総務チーム
綾部管理チーム
大田管理チーム

会計チーム

企画連携チーム
管理チーム

営農生産体系研究領域【福山】

水田作研究領域【福山】

生産環境研究領域【福山】

作物開発利用研究領域【四国・綾部】

傾斜地園芸研究領域【四国】

畜産・鳥獣害研究領域【大田】

農業経営グループ
機械作業・情報グループ
転換畑多収栽培グループ

水稲育種グループ
麦類育種グループ
栽培管理グループ

土壌管理グループ
病害管理グループ
虫害管理グループ

畑作物育種グループ【四国】
環境保全型野菜生産グループ【綾部】
特産作物利用グループ【四国】

カンキツ生産グループ
傾斜地野菜生産グループ
園芸環境工学グループ

繁殖技術グループ
肥育技術グループ
鳥獣害対策技術グループ
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西日本農研における産学連携室の新設と広報・普及重点課題のご紹介

所長からの巻頭言にもあります「地域農業研究のハブ機

能」を実現するため、第４期中長期計画から西日本農研を

含む計５つの地域農業研究センターすべてに産学連携室が

設けられ、生産現場のニーズ収集、広報普及活動を主体的

に取り組む農業技術コミュニケーター（西日本農研では福

山本所と四国に各１名）と、情報収集や課題解決のための

コンソーシアム組織化などの産学連携活動に取り組む産学

連携コーディネーターが配置されました。

また、生産現場のニーズ収集については、「アドバイザ

リーボード」を設け、西日本農研においては「水田作」、「野

菜」、「果樹」、「畜産」の４つの分野を対象にして、地域の

農業生産者や普及組織関係者等をアドバイザーとして総勢

20 ～ 30 名で構成する取り組みも行います。本年度は「果

樹」と「畜産」について重点的に取り組むこととしており、

革新的技術開発・緊急展開事業（地域戦略プロ、平成 28

年度開始）課題と連携した意見交換会を開催する予定にし

ています。

さらに、西日本農研においては戦略的に連携・普及活動

を展開する観点から全体計画を策定しています。中山間地

域での農業に役立つ研究成果を重点化して連携・普及活動

を推進するとともに、第３期に引き続き主要な研究成果に

ついて西日本農研の存在感を強化するための広報活動を展

開することとしています。ここでは、重点的に取り組む４

つの広報・普及活動課題を紹介します。

①「稲発酵粗飼料を微細断し高密度輸送・サイロ調製す

　る収穫体系」

西日本農研の成果を活用した長稈対応微細断収穫機が本

年６月に市販となり、WCS（ホールクロップサイレージ）

用稲「たちすずか」等の効率的な収穫と、簡易サイロ等を

利用した低コスト調製が可能となりました。この体系は畜

産クラスター事業等で整備される新規の飼料基地に適する

機械体系であることから、本年度は低コスト・高能率ロー

ルベール調製作業体系の実証を行い、従来のサイロ調製技

術と合わせて普及拡大に取り組みます。将来的には、他の

飼料用作物への適用拡大も期待されます。

②「カンキツの糖度の指標となる乾燥ストレスの程度を

　把握する簡易土壌水分計」

西日本農研が開発した簡易土壌水分計は、黒大豆では水

位が 60cm 下がるまでに灌水すれば収量は低下しない等

の灌水指標が明らかにされ、1,000 本以上の普及実績があ

ります。また、温州ミカンについても当該水分計を利用す

ることで乾燥ストレスと糖度の関係を明らかにしているも

のの、ブランド化が特に重要な中晩柑での高品質果実生産

向けには利用方法が確立していません。そこで、愛媛県の

中晩柑産地に設置して乾燥ストレス指標づくりなどを行い

普及拡大につなげます。

③「農業支援情報の基盤となる 50mメッシュ気温デー

　タの作成手法」

中山間地域の複雑な地形により生み出される、地域特有

の気象資源を評価・活用するためには、西日本農研が開

発した 50m 解像度で気温・湿度や日射量などの気象デー

タを精度良く推定して GIS 情報として作成できる技術が有

用です。標高差が 600m ある広島県北広島町内において、

キャベツについて都市部へのリレー出荷体制の構築に資す

るシステムとして、作業計画・管理支援システム（PMS、

http://www.aginfo.jp/PMS/）と連携させて現地実証試験

を行います。これらの取り組みをもとに、当該システムを

中山間地域の気象資源を活用した農業ビジネスモデルとし

て発展させるための基盤的な取り組みを行います。

④「西日本向けの本格的なパン用小麦品種『せときらら』」

「せときらら」は 2013 年 10 月 17 日に山口県の奨励品

種に採用され、学校給食パンへの提供などで生産・利用が

拡大しています。また、岡山県、兵庫県での生産も拡大し

つつあります。

8 月 9 日に開催した近畿地域マッチングフォーラム「麦・

大豆の需要創出のビジネスモデル～生産・加工ニーズに応

える新品種とその利用～」においても、研究成果のほか、

需要拡大や加工利用の実例を紹介するなどしてマッチング

の促進を図ったところです。　　　　　　　　　　　　　
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日本初デュラム小麦「セトデュール」記者レクチャーを開催しました

平成 28 年４月 25 日（月）に農林水産省農林水産技術

会議事務局委員室（千代田区霞が関）において、「日本初

のデュラム小麦新品種『セトデュール』」と題して、平成

28 年度第１回のプレスリリースおよび記者レクチャーを

開催しました。

記者レクチャーには、新聞社 14 社が参加しました。竹

中所長による、国内でのデュラム小麦を原料としたパスタ

製品の消費動向と西日本農研のデュラム小麦品種育成の経

歴等を含む開会挨拶のあと、水田作研究領域麦類育種グ

ループの高田兼則グループ長から「日本初のデュラム小麦

新品種『セトデュール』」と題した講演、共同研究先であ

る日本製粉 ㈱のフードリサーチセンター副センター長兼

基礎技術研究所長の大楠秀樹氏から「『セトデュール』の

栽培と商品化の展望」と題した講演を行いました。

その後の質疑応答の時間には、多くの質問がなされまし

た。開催の翌日から平成 28 年８月までに新聞への掲載は

17 件、電子ジャーナルなどへの掲載は５件、普及組織か

らの試験栽培希望は２件ありました。

1 時間 15 分という短い時間でしたが、生産者・実需者・

消費者に広く西日本農研の研究成果を認知してもらうこと

を可能にした、効果的なプレスリリースおよび記者レク

チャーでした。

　　　　　　

　　　　　　（農業技術コミュニケーター　船附稚子）

人 の 動 き
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